
全国厚生労働関係部局長会議（人材開発統括官）

○ 若者雇用促進法に基づき、若者の採用・育成の取組みに積極的で、雇用管理が優良な中
小企業を厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認定している。

○ 地域若者サポートステーション（以下「サポステ」という。）事業は、地方公共団体と協働して、
若者支援のノウハウを有する民間団体に委託し、実施している。

○ 「ユースエール認定制度」について、平成29年11月末時点で認定企業が288社となっている。
都道府県の立場での制度の周知広報や公共調達での優遇等を通じて、管内の中小企業に積
極的な取得を促していただきたい。

○ サポステ事業の推進に当たっては、都道府県の果たす役割が非常に重要であり、若者雇用
促進法においても、地方公共団体は国の措置と相まって、地域の実情に応じて必要な措置を
講ずるよう努める旨規定されている。各都道府県においてはこれまでも、予算措置、場所の確
保、人的支援やネットワーク構築に係る調整等、事業運営に当たり大きな役割を果たしていた
だいているが、平成30年度事業の調達についても、近日中に公示される予定であるが、予算措
置、学校等関係機関との連携強化の視点を含め、都道府県の立場で一層のご尽力いただくよ
うお願いする。

３．若年者雇用対策について

今後の方向性、今後取り組んで頂きたい事項
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地域若者サポートステーション事業
○サポステ相談支援事業

･職業的自立に向けての専門的相談支援（個別相談・プログラム等）を実施
・IT技術（スカイプ等）を活用した相談環境を整備【新規】
・高校中退者等のニーズに応じたアウトリーチ型の相談等を実施
・人材不足の業種・職種等におけるサポステ利用者の個々のニーズに即したOJTと

Off-JTを組み合わせた職場体験プログラムを実施
・就職した者への定着・ステップアップ相談を実施
・就職氷河期に端を発する40歳代前半の無業者に対するサポステ事業の成果・

ノウハウを活用した就職支援をモデル的に実施するとともに、その効果的手法の
開発・課題検証を行う（10箇所のサポステで実施）【新規】

○若年無業者等集中訓練プログラム事業
合宿形式を含む集団的プログラムにより、就職活動や職業生活に必要な実践的な知
識・能力の獲得に向けた集中的な訓練を実施（一部のサポステで実施）

ハローワーク

地域若者サポートステーション

就労に向けた支援

若者自立支援中央センター（全国１か所）
サポステスタッフ研修、調査・研究、情報収集・提供、 等

就
職
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高校等教育機関

地 域 若 者 サ ポ ー ト ス テ ー シ ョ ン 1 7 5 （ 1 7 3 ） 箇 所
※ う ち 3 0 （ 2 6 ） 箇 所 は 常 設 サ テ ラ イ ト と し て 設 置

保健・福祉機関・他の支援機関との連携・リファー

サポステの支援がないと求職活動を行うのは困難と判断

地
方
自
治
体

地域社会
自治会、町内会等

商工会・商店街

○ 若者の数が減っているにもかかわらず、若年無業者（ニート※１）の数は近年、約60万人で高止まりしている。

○ これらの者の就労を支援することは、若者の可能性を広げるだけでなく、将来生活保護に陥るリスクを未然に防止し、経済的に自立させ、地域社会の支え手とするとともに、我が国

の産業の担い手を育てるために重要。

○ このため、若年無業者等の若者が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう「地域若者サポートステーション」（※２）において、地方自治体と協働し（※３） 、

職業的自立に向けての専門的相談支援、高校中退者等に対する切れ目ない支援、就職後の定着・ステップアップ支援、若年無業者等集中訓練プログラム等を実施。

○ さらに、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）や「働き方改革実行計画」（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）等を踏まえ、高校中退者等へのアウト

リーチ型の就労支援の充実、「就職氷河期世代」にあたる無業者への支援のモデルの開発 、定着・ステップアップ支援の強化に取り組む。

企業
（職場体験先）

【サポステの実績（平成28年度末現在）】
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就職率（就職者数／登録者数） 15,170

～若者の職業的自立支援～

職業相談・紹介

設置箇所数

（※１ 15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者 ※２ H18年度～。若者支援の実績・ノウハウのあるＮＰＯ法人等 実施。15～39歳対象 ※３ 地方自治体から予算措置等）

※ 平成27年度より、「就職者」について雇用保険被保険者になり得る就職者に限定
※ 平成18～22年度は進路決定者数中、就職者数の内訳を把握していないもの

○平成18年事業開始以来の進路決定者数（累計）115,112人

○うち、「新成長戦略」に基づく政府目標「進路決定者数
10万人」（平成23～32年度）に対する進捗状況 98, 205人
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・高校等からの支援対象者に係る情報提供

平成30年度予定額 3,946（ 3,816 ）百万円



全国厚生労働関係部局長会議（人材開発統括官）

○ ものづくり分野においては、若者のものづくり離れ等に伴い、就業者数の減少が進んでおり、若
者をはじめとする人材の確保・育成対策を推進することが求められている。こうした背景を踏ま

え、技能振興施策の充実を進めている。

○ 2023年の技能五輪国際大会の日本・ 愛知県での開催に向け、招致に立候補することを決
定。

○ 技能検定等の職業能力検定は、引き続き、適切に実施していく必要がある。

＜技能五輪国際大会関係＞

○ 来年度の技能五輪全国大会は１１月に沖縄県において実施。各地の技能振興につながる

きっかけとなることから、都道府県のトップレベルにもご認識いただき、大会への参加に向けた

選手の送り出しへのご協力をお願いしたい。

○ 平成33年度の技能五輪全国大会の開催に係る共催都道府県の募集について、地域におけ
る技能振興の観点を踏まえ、積極的なご検討をお願いする。

○ 技能五輪国際大会の招致は、日本の技能や技術力の高さを世界にアピールするとともに、日
本の若者の技能を高める絶好の機会であり、政府としても招致実現に向け精力的に取り組ん

でいく。

＜技能検定試験関係＞

○ 不適切事案を防ぐため、適切な業務指導を行っていただくとともに、技能検定の実施体制の

整備及び関係予算の確保に努めていただき、都道府県職業能力開発協会とも連携の上、適

正な技能検定試験制度の運用をお願いする。

４．技能振興施策・技能検定制度について

今後の方向性、今後取り組んで頂きたい事項



○ 技能五輪全国大会は、青年技能者（原則23歳以下）がその技能レベルについて日本一を競うことで、若年層の技能の向上を図
るとともに、広く国民にものづくり分野等の技能の重要性・必要性をアピールすることを目的に、昭和38年から毎年開催。幅広い
職種を対象とする、唯一の全国レベルの技能競技大会。偶数年度の大会は、翌年に開催される技能五輪国際大会＜唯一の世
界レベルの技能競技大会（隔年開催）＞の選手選考を兼ねている。

■日程 ： 平成29年11月24日（金）～11月27日（月）
・開会式： 11月24日（金） ・競技： 11月25日（土）～26日（日） ※一部の職種の競技は、この日程に先行して実施
・閉会式： 11月27日（月）

■競技会場 ：マロニエプラザなど計17会場
参加者数 ：1,337人
競技職種 ：製造・建設分野をはじめとする42職種

第55回技能五輪全国大会の概要（主催：厚生労働省、中央職業能力開発協会）

【技能五輪全国大会の意義に関する代表的な製造業企業の認識】

概要

（株）東芝は、社内ｺﾝﾃｽﾄの充実を技能五輪全国大会の代替対策
と位置付け、1980年代後半に参加を取りやめた。しかし、同大会へ
の参加は、①競合他社とのﾍﾞﾝﾁﾏｰｸを行うことができ、自社の技能
ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを高め、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに結びつけること、②若年層のﾓﾁﾍﾞｰｼｮ
ﾝを高め、ﾓﾗﾙｱｯﾌﾟにつながること、③企業ｲﾒｰｼﾞの向上を図ることが
できること等の利点があることから、再度2010年から技能五輪全国
大会に参加。（平成24年「ものづくり白書」（抄）より）

【技能五輪全国・国際大会の開催(予定)地】

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
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国際大会

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ
（ｻﾝﾊﾟｳﾛ）

UAE
(ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ)

ロシア
(ｶｻﾞﾝ)

中国
(上海)

○ 電子技術系（４職種） ・・・ メカトロニクス、電子機器組立て、電工、工場電気設備
○ 情報通信系（４職種） ・・・ ＩＴネットワークシステム管理、情報ネットワーク施工、ウェブデザイン、移動式ロボット
○ 機械系（９職種） ・・・ 機械組立て、抜き型、精密機器組立て、機械製図、旋盤、フライス盤、木型、自動車工、時計修理
○ 金属系（５職種） ・・・ 構造物鉄工、電気溶接、自動車板金、曲げ板金、車体塗装
○ 建設・建築系（１０職種） ・・・ タイル張り、配管、石工、左官、家具、建具、建築大工、造園、冷凍空調技術、とび
○ サービス・ファッション系（１０職種） ・・・ 貴金属装身具、フラワー装飾、美容、理容、洋裁、洋菓子製造、西洋料理、和裁、日本料理、

レストランサービス

技能五輪全国大会の競技職種（計42職種）

技能五輪全国大会の概要
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技能五輪国際大会の概要

○ 原則22歳以下の青年技能労働者を対象に、技能競技を通じ、参加国・地域の職業訓練の振興及び技能水準の向上を図ると
ともに、国際交流と親善を目的に隔年で開催。幅広い職種を対象とする、唯一の世界レベルの技能競技大会。日本選手団は、
1962年（昭和37年）から参加。

○ 直近では、2017年（平成29年）10月14日～10月19日の間、第44回技能五輪国際大会（アラブ首長国連邦（UAE）・アブダビ）が
開催された。

日程：2017年10月14日～19日
参加者：59か国・地域 選手1,251人
競技職種：製造・建設分野をはじめとする51職種 （日本は40職種に45人が参加）

例：情報ネットワーク施工、製造チームチャレンジ、メカトロニクス、溶接、CNCフライス盤、
洋裁、ビューティーセラピー 等

第44回UAE・アブダビ大会の概要

【日本の過去大会の成績】
第４４回大会（UAE） 国別順位：９位 金メダル ３個、銀メダル ２個、銅メダル ４個
第４３回大会（ブラジル） 国別順位：３位 金メダル ５個、銀メダル ３個、銅メダル ５個
第４２回大会（ドイツ） 国別順位：４位 金メダル ５個、銀メダル ４個、銅メダル ３個
第４１回大会（イギリス） 国別順位：２位 金メダル １１個、銀メダル ４個、銅メダル ４個
第４０回大会（カナダ） 国別順位：３位 金メダル ６個、銀メダル ３個、銅メダル ５個

第３９回大会（日本） 国別順位：１位 金メダル １６個、銀メダル ５個、銅メダル ３個
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開催国
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ｶﾅﾀﾞ（ｶﾙｶﾞﾘｰ）
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ロシア
（カザン）
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中国
（上海）
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【開催状況】



2023年技能五輪国際大会の日本（愛知県）招致について

○ 「日本再興戦略2016」（2016年６月閣議決定）において、技能五輪国際大会の日本への誘致に向けた
具体的な方策を検討し、2017年度年央までに結論を得ることとされた。

○ 2017年１月に職業能力開発局長（現人材開発統括官）の下、有識者による「技能五輪国際大会誘致に向けた
検討会（座長 赤松明 ものつくり大学学長）」を設置。

○ 検討会では、 愛知県が取りまとめた「2023年技能五輪国際大会基本構想」を受け、詳細な検証を実施し、
2023年の技能五輪国際大会を日本（愛知県）で開催することを求めるとされた。

○ 2023年の技能五輪国際大会の招致（日本・愛知県）に立候補する決定を行うとともに、９月２２日の閣議
においてこの旨の発言及び関係省庁にも招致立候補に向けた協力をお願いしたい旨大臣から発言。

○ 本年10月13日にアブダビにおいて開催されたワールドスキルズインターナショナル（WSI）総会において、
日本が招致に立候補する意思があることを表明するとともに、WSI役員や加盟国等に対して支持要請を行った。

29年度
（2017）

30年度
（2018）

31年度
（2019）

・・
35年度
（2023）

開催国 第44回UAE（ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ) 第45回ロシア(ｶｻﾞﾝ)
第47回日本
（愛知）

スケ
ジュール

【今後のスケジュール】

開催９月
招致立候補の決定

10月
ＷＳＩ総会
（アムステル
ダム）におい
て正式立候補

８月
WSI総会（カザン）において
第47回大会の開催地決定
※複数国立候補した場合は加盟国・
地域による投票によって決定

初頭
プロポーザルシート
提出〆

10月
WSI総会（アブダビ）



全国厚生労働関係部局長会議（人材開発統括官）

○ 技能実習法が昨年11月１日に施行された。

○ 本法律には大きく分けて「制度の適正化」と「制度の拡充」の２つの軸があり、

① 監理団体の許可制、技能実習計画の認定制の導入や、外国人技能実習機構が行う実地検

査等の実施、地域ごとの関係行政機関等による地域協議会の設置等による制度適正化 と

② 優良な実習実施者と監理団体に限定して、４～５年目までの実習実施を可能とする等による

制度の拡充

により、技能実習制度を一層適切に運用していくこととしている。

○ 来年度から、毎年６月頃、都道府県、業所管省庁の地方支分部局、外国人技能実習機構

の地方事務所等を構成員として、全国８ブロックごとに地域協議会を設置することとしている。

地域協議会は、制度適正化に向けた取組方針の協議等や、関係行政機関の地域レベルで

の情報共有を図る仕組みの構築を目的としているものであり、同協議会へのご協力をお願いし

たい。

○ 技能評価試験については、技能実習の実習実施者から受検申請がなされた場合に、適正に

実施いただけるよう、特に、随時3級等の実施体制の整備について、都道府県職業能力開発

協会と連携の上、ご協力をお願いしたい。

５．外国人技能実習法の施行について

今後の方向性、今後取り組んで頂きたい事項



外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の概要

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日
ただし，外国人技能実習機構の設立規定については，公布の日（平成28年11月28日）

※ 法務省及び厚生労働省で共管法律の概要

施行日

優良な実習実施者・監理団体に限定して，第３号技能実習
生の受入れ（４～５年目の技能実習の実施）を可能とする。
【第２条，第９条，第２３条及び第２５条関係】

(1) 技能実習の基本理念及び関係者の責務規定を定めるとともに，
技能実習に関し基本方針を策定する。【第３条から第７条まで関係】

(2) 技能実習生ごとに作成する技能実習計画について認定制とし，
技能実習生の技能等の修得に係る評価を行うことなどの認定
の基準や認定の欠格事由のほか，報告徴収，改善命令，認定
の取消し等を規定する。【第８条から第１６条まで関係】

(3) 実習実施者について，届出制とする。【第１７条及び第１８条関係】

(4) 監理団体について，許可制とし，許可の基準や許可の欠格事
由のほか，遵守事項，報告徴収，改善命令，許可の取消し等を
規定する。【第２３条から第４５条まで関係】

(5) 技能実習生に対する人権侵害行為等について，禁止規定を設
け違反に対する所要の罰則を規定するとともに，技能実習生に
対する相談や情報提供，技能実習生の転籍の連絡調整等を行
うことにより，技能実習生の保護等に関する措置を講ずる。
【第４６条から第５１条まで関係】

(6) 事業所管大臣等に対する協力要請等を規定するとともに，
地域ごとに関係行政機関等による地域協議会を設置する。
【第５３条から第５６条まで関係】

(7) 外国人技能実習機構を認可法人として新設し，【第３章関係】
・(2)の技能実習計画の認定 【第１２条関係】
・(2)の実習実施者・監理団体に報告を求め，実地に検査
【第１４条関係】

・(3)の実習実施者の届出の受理 【第１８条関係】
・(4)の監理団体の許可に関する調査 【第２４条関係】
等を行わせるほか，技能実習生に対する相談・援助等を行う。
【第８７条関係】

２．技能実習制度の拡充

技能実習の在留資格を規定する出入国管理及び難民認
定法の改正を行うほか，所要の改正を行う。

３．その他

１．技能実習制度の適正化

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るため，技能実習に関し，基本理念を定め，
国等の責務を明らかにするとともに，技能実習計画の認定及び監理団体の許可の制度を設け，これらに
関する事務を行う外国人技能実習機構を設ける等の所要の措置を講ずる。

平成28年11月18日成立

同年11月28日公布

平成29年11月1日



３年間 ⇒ ５年間（一旦帰国後，最大２年間の実習）

①政府（当局）間の取決めがない
保証金を徴収している等の不適正な

送出し機関の存在

② 監理団体については許可制，実習実施者については届出制とし，
技能実習計画は個々に認定制とする。

③ 新たな外国人技能実習機構（認可法人）を創設し，監理団体等に
報告を求め，実地に検査する等の業務を実施。

④ 通報・申告窓口を整備。人権侵害行為等に対する罰則等を整備。
実習先変更支援を充実。

⑤ 業所管省庁，都道府県等に対し，各種業法等に基づく協力要請等
を実施。これらの関係行政機関から成る「地域協議会」を設置し，
指導監督・連携体制を構築。

見直し後旧制度

開発途上地域等の経済発展を担う「人づくり」に協力するという制度趣旨を徹底するため，
管理監督体制を強化するとともに，技能実習生の保護等を図る。

技能実習制度の見直しの内容について

※優良な監理団体等とは，法令違反がないことはもとより，技能評価試験の合格率，指導・相談体制等について，一定の要件を満たした監理団体及び実習実施者をいう。

②監理団体や実習実施者の義務・責任
が不明確であり，実習体制が不十分

③民間機関である(公財)国際研修協力
機構が法的権限がないまま巡回指導

④実習生の保護体制が不十分

⑤業所管省庁等の指導監督や連携体制
が不十分

① 実習生の送出しを希望する国との間で政府（当局）間取決めを順
次作成することを通じ，相手国政府（当局）と協力して不適正な送
出し機関の排除を目指す。

①優良な監理団体等への実習期間の延長

②優良な監理団体等における受入れ人数
枠の拡大

③対象職種の拡大

常勤従業員数に応じた人数枠を倍増（最大５％まで ⇒ 最大１０％まで等）

地域限定の職種・企業独自の職種（社内検定の活用）・複数職種の実習の措置
職種の随時追加

優良な監理団体等に対する拡充策のポイント
（注）橙色網掛け部分は法律で規定



技能実習制度の仕組み

技能実習の流れ技能実習制度の受入れ機関別のタイプ

受
入
企
業

労働者労働者

送出し国 日本

海外支店等 ④申請

⑤入国
許可

地
方
入
国
管
理
局

⑥入国

【企業単独型】 日本の企業等が海外の現地法人，
合弁企業や取引先企業の職員を
受け入れて技能実習を実施

①雇用契約

１
年
目

○帰国

○入国 在留資格：「技能実習１号イ，ロ」

講習（座学）
実習実施者（企業単独型のみ）又は監理団体で
原則２か月間実施 （雇用関係なし）
実習

実習実施者で実施（雇用関係あり）
※団体監理型：監理団体による訪問指導・監査

○在留資格の変更又は取得
在留資格：「技能実習２号イ，ロ」

①対象職種：送出国のニーズがあり，公的な技能評価制度が
整備されている職種

②対象者 ：所定の技能評価試験（技能検定基礎級相当）の
学科試験及び実技試験に合格した者

基礎級
（実技試験及び
学科試験の受検
が必須）

【団体監理型】
非営利の監理団体（事業協同組合，商
工会等）が技能実習生を受入れ，傘下
の企業等で技能実習を実施

送出し
機関 監理

団体

労働者労働者

日本

地
方
入
国
管
理
局

③
応
募
・

選
考
・決
定

⑧申請

（実習実施者）

②
技
能
実
習

生
受
入
申
し

込
み

①契約

⑨入国
許可

⑪
技
能
実
習
開
始

⑫
指
導
・
支
援

送出し国

④雇用契約

○技能実習制度は，国際貢献のため，開発途上国等の外国人を日本で一定期間（最長5年間）に限り受け入れ，ＯＪＴを通じて技能を
移転する制度。（平成５年に制度創設）

○技能実習生は，入国直後の講習期間以外は，雇用関係の下，労働関係法令等が適用されており，現在全国に約２５万人在留している。

受入
企業

受入
企業

技
能
実
習
1
号

実
習

技
能
実
習
2
号

実
習

技
能
実
習
3
号

実
習

講
習

2
年
目

3
年
目

3級
（実技試験の
受検が必須）

2級
（実技試験の
受検が必須）

4
年
目

5
年
目

○在留資格の変更又は取得
在留資格：「技能実習３号イ，ロ」

①対象職種：技能実習2号移行対象職種と同一

②対象者 ：所定の技能評価試験（技能検定3級相当）の実
技試験に合格した者

③監理団体及び実習実施者：一定の明確な条件を充たし，優
良であることが認められるもの

※

在
留
期
間
の
更
新

※

在
留
期
間
の
更
新

※新制度の内容は赤字

○一旦帰国（１か月以上）

機 構

②実習計画
申請

③実習計画
認定

機 構

⑥申請（団体・
実習計画）

⑦団体許可・実
習計画認定

※機構による調査を経て，主務大臣が団体を許可

（⑤実習計画作成，申請）

※平成29年6月末時点



施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線

１．人材開発統括官における平
成30年度予算案について

２．公的職業訓練の効果的・効
率的な実施について

訓練企画室 計画指導係 青野 5923

３．若年者雇用対策について
若年者・キャリア形
成支援担当参事官
室

企画係 森田、堀 5969

４．技能振興施策・技能検定制
度について

能力評価担当参事
官室

企画係 伊藤 5943

５．外国人技能実習法の施行に
ついて

海外人材育成担当
参事官室

業務管理係 小川、永田 5952

人材開発統括官　施策照会先一覧　（厚生労働省代表電話　０３－５２５３－１１１１）

８ページ参照


